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前年比、 
前期比（％） 

（資料出所）内閣府「国民経済計算」 

○ 2011年第1四半期は震災の影響で内需が落ち込んだため、GDPが減少した。 
○ その後、内需の持ち直しによりGDPは回復傾向にあったが、足下では、円高や欧州の経済危機等による外需の落ち込みが、成 
 長率の低下に影響している。  

実質GDPの推移と寄与度 
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（資料出所） OECD Economic Outlook 90 database 
GDPギャップ＝（現実のGDP－潜在GDP）／潜在GDP 

GDPギャップの推移 

○ GDPギャップを見てみると、リーマンショック時の景気後退は深く、スピードも速いことがわかる。 
○ その後、持ち直していたが、震災の影響等により2011年はＧＤＰギャップが広がった。 
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（資料出所）日経新聞社 

株価の動き 

○ 円高等の影響により、株価は落ち込んでいたが、このところ円安が進行していること等を受け、１万円台まで持ち直した。 

（円） 
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各国通貨の動き 
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○ リーマンショックの際、対ドルでユーロ・円は高くなり、ウォンは急落した。昨年に入ってから、ユーロ圏の財政危機などの影響 
  もあり、超円高基調となっていたが、このところ多少円安に持ち直している。 

（資料出所）「ＩＭＦ exchange rate」 を元に作成。表は通貨名の右の括弧内に対応する各通貨単位。 

（通貨単位） 
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（資料出所）内閣府「月例経済報告」、総務省「労働力調査」。日本の2010年及び2011年の数値は岩手県、宮城県、福島県を除く全国の結果 

各国の失業率の推移 

○ 欧米諸国はドイツを除きリーマンショック前後に失業率が上昇し、未だ高い水準にある。 
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対外直接投資の実行額 

○ 2011年にはサプライチェーンの途絶、円高などにより輸出が冷え込んだことに加え、火力発電の利用拡大による石油、LNG 
 等の 鉱物性燃料の輸入増などにより、貿易・サービス収支が赤字に転落した。  
○ 対外直接投資の実行額はリーマンショック後に減少したが、足下では持ち直しの動きが見られ、趨勢的に増加している。 

（億円） 

（資料出所）財務省「国際収支統計」。数値は名目値。 
     ※ 2011年は速報値。 

（年） 
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日銀業況判断Ｄ．Ｉ． 
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○ 鉱工業生産指数は、リーマンショックを背景に急激に落ち込んだ後、回復傾向にあったが、震災の影響で再び下落した。 
○ リーマンショック後、製造業を中心に業況判断が悪化した後、全体的に回復感が出てきていたが、震災、円高等の影響など 
 により、特に大企業製造業では業況判断が悪化している。 

鉱工業生産指数・日銀短観の業況判断D.I.の推移 

（2010年=100） 

（年） 

（資料出所）経済産業省「鉱工業指数」、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」 
     ※ D.I.は「収益を中心とした全般的な業況」に対し、「良い」と回答した社数構成比から「悪い」と回答した社数構成比を引いて算出。2004年3月調査より調査方法が変更されている。 
     

（％ポイント） 

大企業 
製造業 

大企業 
非製造業 

中小企業非
製造業 

（年） 

中小企業 
製造業 

60.0 

70.0 

80.0 

90.0 

100.0 

110.0 

120.0 

03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 

鉱工業生産指数 

8 



規模別にみた売上高経常利益率の推移 

○ 大企業の売上高経常利益率は、景気拡張局面で上昇し、中小企業との差が顕著になったが、リーマンショックによる景気  
  後退期において急速に低下した。しかし、その後の回復期に、その差が広がった。 
○ 一方、零細企業は、近年概ね1%未満で推移している。 

（資料出所）財務省「法人企業統計調査」。 
（注）資本金10億円以上を大企業（10億円以上）、1億～10億円を大企業（1～10億円）、1千万円以上1億円未満を中小企業、1千万円以下を零細企業としている。 

（％） 

（年度） 
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労働生産性の国際比較 

○ 日本の労働生産性は、OECD加盟３４カ国中２０位と低い水準にある。 
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（資料出所）㈶日本生産性本部「労働生産性の国際比較・2011年版」。 
（注）名目労働生産性＝名目GDP／就業者数として算出。数値は、購買力平価によってドル換算したもの。 
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